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第５章 各分野に共通する施策の展開 

 

 
１ 環境に配慮する人づくりの推進 

 

  

（１）環境教育の推進 
平成17年12月に、道が策定した「北海道環境教育基本方針」では、「全ての道民が参加し協力

しながら、環境重視型社会を築いていくため、環境保全意識を持ち主体的に行動できる人づくりを

進める」と掲げており、その実現に向け、家庭、学校、地域、職場等における環境教育を推進する

とともに、社会を構成する様々な主体による自発的な取組を支援することとしています。 

 

ア 人材の育成・効果的な活用 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

子どもから大人までを対象とした参加・体験型の環境教育プログラムを実施する「環境の村事業」

では、「人材育成ワークショップ」や「環境教育セミナー」等を開催し、環境保全活動の実践へと

結びつけるよう人材の育成を行っており、平成24年度は計175人が参加しました。 

野幌森林公園（道立自然公園）の自然ふれあい交流館では、「ボランティア・レンジャー育成研

修会」を実施し、人と自然との橋渡し役をする自然解説員の育成を行いました。 

そのほか、青尐年自然体験活動指導者養成事業では、「道立青尐年教育施設」を活用し、自然体

験活動の指導方法、自然環境や安全管理に対する考え方などを学ぶプログラムを通して、地域にお

いて活動できる青尐年自然体験活動指導者の養成を進めています（平成24年度修了者41名）。 

 また、国が実施する「環境教育リーダー研修基礎講座」の北海道ブロック検討会に参画するとと

もに、各市町村に対し事業の周知を図りました。 

このほか、道では、地域の民間団体等による自主的な環境保全活動を支援するため、住民団体等

が開催する環境学習講座に講師を派遣する「地域環境学習講座『eco-アカデミア』」を実施して

おり、多くの団体からの要請に応じ、講師を派遣しました（平成24年度23回開催1,155人参加）。 

 

イ 各種啓発事業 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

地域における環境教育・環境保全活動普及の取組として、

各（総合）振興局が市町村や地域の環境保全活動団体等と

連携して行う「地域環境学習普及事業」において、環境学習

バスツアーや自然体験教室などを実施しました（平成24年

度13（総合）振興局で33事業）。 

 「環境の村事業」では、環境に負荷をかけない暮らしを親

子で共通体験することで、自然への知識や地域の環境保全へ

の意欲を向上させ、環境問題解決の一歩とすることを目的と

した親子キャンプを行い、地元食材を使った食事づくりや昆

虫のすみか探しの体験プログラムを実施しました。 

また、子どもたちが主役となって家庭の省エネルギー等に

取り組む環境教育プログラム「キッズISO14000プログラ

ム」を、道内企業等の支援を受け、NPO法人国際芸術技術

協力機構（ArTech）と共同で実施しました（平成24年度

■平成２４年度「キッズISO14000 

プログラム事業」協力企業一覧 

事業者名 所在地

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 札幌市北区

イオン北海道株式会社 札幌市白石区

株式会社 ＨＢＡ 札幌市中央区

株式会社 櫻井千田 奈井江町

株式会社 札幌ドーム 札幌市豊平区

株式会社 ズコーシャ 帯広市

株式会社 プリプレス･センター 札幌市中央区

株式会社 マテック 帯広市

サッポロビール株式会社北海道本社 札幌市中央区

新日本住金株式会社　棒線事業部室蘭製鐵所 室蘭市

SHIN-NIKKEN株式会社 札幌市豊平区

セイコーエプソン株式会社千歳事業所 千歳市

大同舗道株式会社 札幌市中央区

苫小牧清掃企業組合 苫小牧市

日本たばこ産業株式会社北海道支店 札幌市中央区

東日本電信電話株式会社北海道支店 札幌市中央区

ホクレン農業協同組合連合会 札幌市中央区

マックスバリュ北海道株式会社 札幌市中央区

有限会社 原田工務店 八雲町

よつ葉乳業株式会社 札幌市中央区

※敬称略、５０音順
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■各種啓発事業への道内における参加状況 5市町村、12小中学校、児童・生徒1,140人）。 

さらに、国の環境教育の取組である、星空

観察により大気環境保全意識を啓発する「全

国星空継続観察（スターウォッチング・ネッ

トワーク）」や、川の生き物を調べることに

より水環境保全意識を啓発する「全国水生生

物調査」など各種啓発事業への積極的な参加

を呼びかけました（右表）。 

このほか、道では、子どもたちが身近な場

所で楽しみながら環境について学ぶことができる環境教育プログラム「エコキッズ・アクションプ

ログラム集」を作成し、道のホームページでも公開しています。 

 

ウ 学校教育における環境教育の推進 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

小・中・高等・中等教育学校では、子どもたちが環境を大切にする気持ちを持つとともに、環境

問題について自ら考え、よりよい環境づくりや環境の保全に配慮した行動がとれるようにするため、

発達の段階に応じて、各教科や道徳、特別活動、総合的な学習の時間など教育活動全体を通じて環

境教育に取り組んでいます。 

北海道教育委員会では、北海道の美しい自然環境を保全し、次代に引き継ぐことが重要であると

の認識から、環境教育に関する指導、実践に関する資料の発行や、道立教育研究所による環境教育

の研修講座の実施をはじめ、「環境のための地球学習観測プログラム（グローブ）推進事業」（平

成25～26年度高等学校1校）、「北海道環境マネジメントスタンダード（HES）を活用した実践

研究」（平成25年度高等学校4校）及び「地域とともに学ぶ環境教育推進事業」（平成25年度小・

中・高等学校12校）の指定校の取組を支援するとともに、北海道公立学校教育課程実践研究成果

報告集などを通して優れた実践を広く全道に紹介しています。 

平成24年度は、学校や社会における環

境教育の一層の改善・充実を図るため、北

海道立教育研究所を会場に「北海道環境学

習フェア2012」を開催し、各種活動の成

果発表や研究協議等を行いました。 

今後とも、各学校において各教科や総合

的な学習の時間などを活用し、子どもたち

が自分たちの生活と環境とのかかわりに

ついて総合的に理解するとともに、日常の

中で、環境に配慮して主体的に行動する意

欲や態度を育むことができるよう教育活

動の充実に努めます。 

また、文部科学省では、新しい学習指導

要領において、各教科等における環境にかかわる内容を一層充実するとともに、体験的・問題解決

的な学習を重視するなど、環境教育の改善・充実を図ることとしているほか、各学校における環境

教育の取組を支援するために、「環境のための地球学習観測プログラム（グローブ）推進事業」に

参加するグローブ校の指定などを行っており、道としても積極的に参加校を支援しています。 

 

年度 

区分 

H22 H23 H24 

団体数 人数 団体数 人数 団体数 人数 

こ ど も 

エコクラブ 
49 1,305 55 1,598 36 1,148 

全国星空 

継続観察 
10 233 6 20 8 100 

全国水生 

生物調査 
8 148 8 183 7 110 

※全国星空継続観察は、夏冬延べ数 

■「北海道環境学習フェア2012」 



 - 84 - 

エ エコスクールの取組の推進 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

学校施設は、一つの建物としては環境に不える負荷は大きくありませんが、全道の施設全体とし

ては、その数や面積が大きいことから、環境に不える影響は大きくなります。また、学校は、次代

を担う子どもたちにとっては最も身近な建物の一つであり、地域に必ず存在することから、学校に

おける環境教育の取組などが、その地域に対しても種々の影響を不えます。 

このことから、学校施設が積極的に環境への影響を意識し、さらに施設、管理運営、そして教育

の3つの側面から学校づくりを考え、二酸化炭素の削減はもとより、健康や周辺環境との親和性な

ど広義の環境負荷の低減を図ることを目的とした「エコスクール（環境を考慮した学校施設）」の

取組が求められています。 

道内の公立学校においては、校舎や屋内体育館の改築事業などを実施する際に、内装に道産材等

の木材を活用し、木質化による暖かみのある空間を創出したり、屋上等に太陽光パネルを設置した

りするなど（太陽光発電の道立学校への導入：平成24年度末高等学校18校、特別支援学校6校）、

発電した電力を活用することで化石燃料を削減し、環境負荷の低減を図るとともに、発電の状況を

環境教育に活かす取組などを行っており（モデル事業の実施：平成24年度小学校10校、中学校4

校）、今後とも施設の環境負荷の低減に向けた取組の推進に努めます。

（２）民間団体等の自発的な環境保全活動の促進 
各種民間団体等による自発的な環境保全活動を促進するため、住民団体等が開催する環境学習講

座に講師を派遣する「地域環境学習講座『eco-アカデミア』」を実施したほか、道民、事業者、

行政など様々な主体間のパートナーシップを形成するため、民間団体等への活動支援や、地域にお

いて環境保全活動の指導的な役割を担う人材の育成を進めました。また、（公財）北海道環境財団

において、事業者等と共催して事業を実施するなど、民間団体相互の連携を進めています。 

 

ア 環境道民会議 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

環境道民会議は、道民・事業者・行政が連

携して積極的に環境保全活動の取組を推進し、

北海道環境基本計画の目指す環境重視型社会

を実現することを目的に平成 10 年に設置さ

れました（右図）。 

平成25年5月末現在で、66団体が参加し

ており、季節に応じたテーマを設定して環境

行動の実践を呼びかける「環境行動キャンペ

ーン」を展開し、環境問題について理解を深

めるためのセミナーや、各参加団体の環境保

全活動を促進するための情報交換会などの事

業を実施しました。 

 

 

 

 

 

よりよい環境を未来に引き継ぐ 

環境重視型社会の実現 

 

環境道民会議 

環境行動宣言  行動指針  行動テーマ 

 
実践活動  情報交換・交流活動  普及啓発活動 

 

 
環境保全活動の活性化と拡大 

参加団体 66 

道 民 

・消費者団体 

・青年団体 

・女性団体 

・自然保護団体 

・環境教育団体 

     など 

事業者 

・リサイクル事業団体 

・廃棄物処理事業者団体 

・農林水産業団体 

・商業、流通事業団体 

・経済団体 

        など 

行政等 

・道、札幌市 

・市長会 

・町村会 

・北海道環境 

財団 

     など 

報道機関 

■環境道民会議がめざすもの 
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イ 環境保全活動功労者の表彰 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

地域において、環境保全推進のため長年に

わたり献身的な活動を続け、その事績が顕著

な個人または団体に対して知事感謝状による

表彰を行っており、平成24年度は、2個人・

4団体を表彰しました。 

 

 

 

 

 

ウ 公益財団法人北海道環境財団の事業 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

（公財）北海道環境財団では、民間団体等

による自発的な環境保全活動を促進するため、

道内の環境保全活動団体の情報を収集し、道

民に提供する民間活動サポートの取組を行っ

ているほか、道内自治体や関係団体などと共

催してシンポジウム・セミナーを開催するな

ど、様々な形での連携を進めています（右表）。  

道では、同財団を通じて、学校、NPO、事

業者などがそれぞれ行っている活動・取組を

つなぐため、各主体の意見やニーズを的確に

把握し必要な情報を提供することや、各主体

間の調整を積極的に行うことを進めています。

また、同財団が、環境情報の提供や環境保全活動への支援、各主体間のパートナーシップ形成の

拠点として運営している「環境サポートセンター」では、各種環境情報収集・提供のほか、環境に

関する相談・照会等への対応、環境保全活動団体等への活動支援など様々な取組を実施し、多くの

道民に利用されています（相談コンサルティング実施668件、ホームページアクセス数290,954

件）。 

 

 

環境活動の支援や協働取組を促進しています 

①企業等からの寄付金を活用して、地域での保全活動への支援や地球温暖化ふせぎ隊による環境学

習事業を実施しています。また、湿地保全に取り組んで来られた故辻井達一氏（前北海道環境財団

理事長）の遺志を引き継ぎ、湿原の保全活動の取組支援のための「辻井達一ラムサール湿地基金」

を新たに創設しました。 

②環境省が設置する「北海道環境パートナーシップオフイス（EPO 北海道）」の運営を通じて、環

境教育等促進法の制度活用に向けた説明会や ESD に関するフォーラムの開催、地域での協働モデ

ルの構築支援などに取り組みました。 

 

区 分 内       容 

情 報 収 集 ・ 

提 供 事 業 

ホームページ・電子メールによる情報発信、

環境関連図書資料・ビデオ・DVD の収集及

び整備、環境保全活動団体・環境関連施設の

情報収集・提供、環境関連情報の照会対応 

環 境 教 育 

推 進 事 業 

環境セミナーワークショップ等の開催、環境

パネル等の出展による普及啓発、子ども向け

普及啓発プログラムの企画・実施、校外学習

への対応 

環境サポート 

センター運営 

各種相談・照会対応、環境保全活動団体等情

報展示・配布、環境情報検索、環境学習資材

等貸出、環境関連図書資料・ビデオ・DVD

の閲覧及び貸出、視察団体受入 

地 球 温 暖 化 

防 止 活 動 

推進センター 

事 業 

地球温暖化防止活動推進員及び地球温暖化

対策地域協議会の活動支援、地球温暖化防止

啓発事業、各種ネットワークへの参画等、地

球温暖化防止関係情報発信等 

■公益財団法人北海道環境財団の事業 

■環境保全活動功労者表彰（知事感謝状）被表彰者一覧 

氏名・団体名 （総合）振興局 市町村 区分

時田　昭子 胆振 室蘭市 個人

クリーン熊石運動推進員会 渡島 八雲町 団体

循環ネットワーク旭川 上川 旭川市 団体

突哨山と身近な自然を考える会 上川 旭川市 団体

ざりがに探偵団 上川 帯広市 団体

松永　繁雄 留萌 留萌市 個人

※敬称略、（総合）振興局建制順

≪環境活動のナビゲーター「（公財）北海道環境財団」の主な取組≫ 
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③札幌市環境プラザ、認定 NPO 法人北海道市民環境ネットワーク、EPO 北海道と「環境中間支

援会議・北海道」を組織し、連携協働してイベントや助成関係の情報発信を行うとともに、平成

24 年度は北海道大学とも連携して環境の様々な分野の先駆者の言葉を通して北海道の環境や人の

変化を伝える「もうひとつの北海道環境白書 2012」を刊行しました。 

 

地球温暖化防止活動に取り組んでいます 

 北海道が指定する「北海道地球温暖化防止活動推

進センター」として、道内各地で活動する「北海道

地球温暖化防止活動推進員」等と連携し、普及啓発

活動や家庭の省エネ診断（※1）事業に取り組んで

います。平成 24 年度は札幌市のほか道内 5 地域

において約 230 世帯を診断し、二酸化炭素が世帯

平均で約 10％程度削減されました。 

 また、「エコ・アクション・ポイント」（※2）を

活用して、自治体や企業と連携の下、地域住民の省エネ等の温暖化防止行動を促進しつつ、地域経

済へ貢献も図るモデル事業を平成２４年度は旭川市や下川町など５地域で実施しました。 

※１ 家庭の省エネ診断（うちエコ診断） 

   診断員が、専用のパソコンソフトを用いて、家庭のＣＯ2 排出状況等を把握し、省エネ等のアドバイスを行い削減行動を促

す取組。 

※２ エコ・アクション・ポイント 

   一人ひとりの環境配慮行動（エコ・アクション）に経済的インセンティブとしてポイントを付不し、ポイントが貯まると

地域商品券等に交換できるシステム。 

 

環境学習の機会や教材を提供しています 

 道内各地で、セミナーの開催や小学校、イベン

ト会場で環境学習プログラムを実施するほか、学

校向け教材の開発や教員等を対象とした環境教育

指導者研修会を開催しています。平成 24 年度は

セミナーを 2 地域で 6 回、環境教室等を 11 地域

で 27 回、研修会を 8 回実施しました。 

 

 

 

 

環境に関する様々な情報を発信しています 

支援拠点となる環境サポートセンターにおいて、図書や DVD 等の教材を貸し出すとともに、省

エネ対策やカーボンクレジットの利用等に関する相談に対応しています。 

 また、道内で活動している団体（約 400 団体）や地域の活動サポート施設（約 170 施設）の

情報などをホームページで提供しています。 

 

 

 

■うちエコ診断 

 

■環境学習プログラム（地球温暖化ふせぎ隊） 
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■北海道コカ・コーラボトリング㈱社長(現会長)と(公財) 

北海道環境財団前理事長と知事による座談会での記念撮影 

エ 企業との協定による事業の実施 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

 道では、環境に関心の高い民間企業からのご提案のもと、環境保全等に関する協定を締結し、自

然環境の保全などを行う様々な民間団体の活動を支援するための協働事業を実施しています。 

これまでに、アサヒビール株式会社との協定によるラムサール条約登録湿地及び知床世界自然遺

産の保全活動への支援（協定締結平成 21 年 4 月）、北海道コカ・コーラボトリング株式会社との

協定による道内の水辺における環境保全活動への支援事業「北海道ｅ－水プロジェクト」（協定締

結平成 21 年 11 月）、株式会社サッポロドラッグストアーとの協定による地球温暖化防止活動へ

の支援（協定締結平成 22 年 12 月）、株式会社ニトリホールディングスと釧路市との 3 者の協定

による釧路市動物園と台北市立動物園の学術交流によるタンチョウの生息域外保全事業支援（協定

締結平成２３年２月）を行っています。 

 

 

オ 環境保全推進委員制度 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

環境保全及び創造に関する施策に道民の意見を反映するため、「北海道環境基本条例」により環

境保全推進委員を設置しています。 

委員は、地域において環境情報などを収集して、自ら環境保全に資する行動に取り組むよう努め

るとともに、道の環境施策に対する意見等を提出することなっており、現在、公募により80名の

方を委員として委嘱しています（下図表）。 

  

 

  

 
 

連携地域名 委嘱人数 

道 央 圏 
石狩、後志、空知、 

胆振、日高 
50 

道 南 圏 渡島、檜山 3 

道 北 圏 上川、留萌、宗谷 13 

オホーツク圏 網走 6 

十 勝 圏 十勝 6 

釧路・根室圏 釧路、根室 2 

計 80 

※平成25年5月現在  

（随時）意見・質問の提出 

質問への回答、環境情報等の提供 

道の環境施策に関する 
パブリックコメントへの意見提

出 
環境施策に関する調査の 
実施調査に対する回答 

 
道 

 

施策への 

反映 

 

調査結果 

の公表 

 

 

環 
境 
保 

全 
推 
進 

委 
員 

■環境保全推進委員制度のしくみ 
■環境保全推進委員連携地域別構成 

■アサヒビール㈱との協定調印式 

■㈱サッポロドラッグストアーとの協定調印式 ■㈱ニトリホールディングスと釧路市との協定調印式 



 - 88 - 

（３）環境情報の提供 
近年のインターネットの普及に伴い、ウエブサイトを活用した情報公開が一般化していることか

ら、道でも、ウエブサイトの整備を進めています（環境推進課のトップページ「ほっかいどうの環

境 ～ecoインフォメーション」http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/）。 

このウエブサイトには、環境局内各課室のトップページへのリンクのほか、新着情報やイベント

等のニュース、近年の環境白書や環境関連の法律・条例・規則・計画、環境調査・観測結果のデー

タ、さらには、環境教育に関する啓発資材など、様々な情報を掲載しています。 

また、北海道の恵まれた自然環境の保全、地球温暖化対策、循環型社会の形成に向けた取組など、

環境に関する最新情報や話題を環境情報メールマガジン「北海道環境メッセージ」として、希望さ

れる方に月1回のペースで配信しています（平成25年5月末現在登録者数 5,188人）。 

 

GIS（地理情報システム）の活用 

環境に関する情報は多種多様で、情報量も膨大ですが、現在ではGIS（地理情報システム）を用

いることにより、地理上の位置情報をキーとして特定の地域の様々な環境情報を検索することが可

能となっています。 

また、人工衛星のデータ画像を利用するリモートセンシング技術の研究が進み、従来の航空写真

では判別できなかった植生の違いまで解析できるようになってきました。 

道や北海道立総合研究機構の環境科学研究センターでは、次の環境に関するGISをウエブサイト

に掲載しており、野鳥の分布を調べたり、動植物の観察情報を入力して地図を作製したりすること

ができます。 

 

環境重視型社会を構築していくためには、地域住民の生活基盤である「まち」にも環境への負荷

を低減する仕組みを取り入れることが重要であり、従来の機能性、合理性を優先させた「まちづく

り」の手法に、環境の視点を加え、より環境への負荷の尐ないまちづくりや地域づくりを進めてい

くことが求められています。 

国では、良好な都市環境の形成に向けた総合的、体系的な計画である「都市環境計画」を市町村

が策定することを推進し、道内では、帯広市と北見市が環境共生モデル都市の指定を受けました。 

その後、平成20年度には、温室効果ガスの大幅な削減など低炭素社会の実現に向けて高い目標

を掲げて先駆的な取組にチャレンジする都市として国が選定する「環境モデル都市」に、国内の

13都市が選定され、道内からは帯広市と下川町が選ばれました。 

さらに、平成23年には、「環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する

都市を実現すること」をコンセプトに国が選定する「環境未来都市」に、公共施設への木質バイオ

マスボイラーの導入やカーボン・オフセットの取組の推進など、全国に先駆けた環境政策や超高齢

化対応も含めた低炭素型都市構想が評価を受け、下川町が選定されました。 

これらの市、町では、現在、地球温暖化対策を始めとした、様々な先駆的取組を進めています。 

 

GISで見る北海道の環境と資源 http://envgis.ies.hro.or.jp/index.html 

Bird Base アジアの鳥類分布データベース http://birdbase.ies.hro.or.jp/ 

「北の生き物たち」情報システム http://kankyo.ies.hro.or.jp/html/index.asp 

北海道の水環境 http://envgis.ies.hro.or.jp/mizu_index.html 

 
２ 環境と調和したまちづくり 
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（１）環境に配慮した住まいづくり 
民生（家庭）部門の二酸化炭素排出割合が他県よりも高い本道においては、住まいづくりにおけ

る環境への配慮が重要です。 

このため、「北海道住生活基本計画」

に基づき、北方型住宅をはじめとした省

エネルギー性能の高い住宅の普及に取り

組んでいるほか、資源循環の促進や住宅

の長寿命化、再生可能エネルギーの活用

など、環境に配慮した住宅政策を総合的

に推進しています。 

新築住宅では、平成21年度からは、「新

しい北方型住宅に関する研究」などに取

り組み、平成22年度には、より省エネ性

能を向上させた「北方型住宅ECO基準」

を創設しました。 

既存住宅では、リフォームにより省エネルギー性能等の向上が図られた北海道Ｒ住宅の普及促進

に取り組んでいます。 

また、公営住宅では、従来から環境共生型の整備に取り組んでいるほか、地域材を活用した木造

道営住宅や自然エネルギーを活用したモデル的な住宅の整備を進めています。 

  

 

（２）土地利用に際しての計画 

道民の生活や生産の共通基盤である道土の総合的、計画的利用を図るため、「国土利用計画法」

に基づき、「国土利用計画（北海道計画）」及び「北海道土地利用基本計画」を定めています。 

国土利用計画（北海道計画）は、平成20年度に変更され、地球環境問題等を踏まえ、環境と経

済の調和を基本として、国内外に貢献していく社会の実現を目指すものとしています。 

北海道土地利用基本計画は、平成21年度に変更され、都市計画法や森林法、自然公園法等に基

づく諸計画の上位計画として、総合調整機能を持つとともに、土地取引には国土利用計画法に基づ

き直接的に、開発行為には個別規制法を通じて間接的に規制する基準としての役割を担っています。 

■北方型住宅として登録・保管された住宅戸数 

目標 

9 83 188
450

853

1457
1755

1955

5000

0

1000

2000

3000

4000
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6000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H32

■実績　□目標値

戸
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また、道では、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」のほか、土地利用、都市施設、市

街地開発事業に関する計画を定めた都市計画の決定に当たり、あらかじめ環境保全面からの配慮が

効果的に行われるよう必要な措置を講じており、具体的には、計画の原案作成段階で十分な検討を

行い、環境保全上著しい支障を生じるおそれがある場合には、所要の措置が講じられるよう関係市

町等と調整しています。さらに、一定規模以上の道路や土地区画整理事業等については、環境影響

評価法等に基づき、環境影響評価を行い、環境保全に配慮した都市計画を決定しています。 

 

（３）土地の利用に際しての規制等 
工場立地が環境の保全を図りつつ適正に行われるよう、敷地面積が9,000㎡以上又は建築面積が

3,000㎡以上の製造業等の工場を新設又は変更しようとするときには、「工場立地法」に基づき、

工事に着手する日の90日（短縮申請により30日）前までに知事又は各市長（権限移譲を行った町

村にあっては各町村長）に届け出るよう定められています。この場合、「工場立地に関する準則」

に適合していなければなりません。 

また、森林の無秩序な開発を防止し、森林の適正な利用を図るための制度として、森林法に基づ

く林地開発許可制度があり、1haを超える森林を開発する場合に知事や権限委譲を受けた市町村長

の許可を必要とするもので、開発行為により災害や水害が発生しないこと、水源涵
かん

養などの機能や

周辺の環境に著しい影響を不えないことなどを許可基準として定めています。  

このほか、自然環境の保全や良好な生活環境の確保、災害の防止を図り、適正で合理的な土地利

用を進めるため、道は「ゴルフ場開発の規制に関する要綱」に基づき、ゴルフ場の数が3以上、又

はその面積が当該市町村面積のおおむね1%以上を占める市町村においては、当分の間、新たなゴ

ルフ場開発を基本的に認めないこととしています。 

 

特定の開発行為の規制 

道では、無秩序な開発による災害の発生を

未然に防止するとともに、環境を保全するた

め「北海道自然環境等保全条例」に基づき、

1ha以上のスキー場やキャンプ場等の建設、

資材置場又は工場用地の造成及び土石の採取

を知事の許可が必要な特定の開発行為として

規制しています。 

なお、許可に当たっては、森林の適正な保

存、必要な防災施設の設置などについて許可

基準に基づき審査するとともに、許可後の開

発行為が適正に行われているどうかについて

も監視等を行っています。 

また、許可の手続きが円滑に行われるよう

事前相談や事前審査にも応じています。 

 

 

 

 

区  分 

許     可 
事前 

相談 

事前 

審査 

完了 

検査 

監視 

指導 
Ｈ22 

年度 

Ｈ23 

年度 

H24 

年度 

ゴルフ場 
件数 0 0 0 

0 0 0 3 
面積 0 0 0 

スキー場 
件数 0 0 1 

0 0 0 6 
面積 0 0 88 

遊園地等 
件数 0 0 0 

1 0 0 4 
面積 0 0 0 

複合施設 
件数 1 0 0 

1 0 1 1 
面積 -124 0 0 

宅地の造成 
件数 0 0 0 

0 0 0 3 
面積 0 0 0 

資材置場等 
件数 0 0 1 

2 0 0 2 
面積 0 0 2 

土石の採取 
件数 16 10 18 

49 13 2 132 
面積 64 38 169 

合 計 
件数 17 10 20 

53 13 3 151 
面積 -60 38 259 

※１ 「許可」以外の区分は、平成24年度 

※２ 面積単位：ha 

※３ 事前相談と監視指導については延べ件数実績 

 
 
 

■特定の開発行為に係る処理状況 
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■先進的な取組部門シンボルマーク 

 
３ 環境と経済の好循環の創出 

 

  

（１）環境に配慮した事業活動の推進 

 事業者は、生産や流通を担う者として社会

経済活動の中で大きな役割を占めており、持

続可能な社会づくりを進めていくためには、

法規制を遵守することに加え、製造段階から

環境に配慮し、廃棄の際にリサイクルしやす

い製品の製造、低負荷型の製造方法や流通手

段を取り入れるなど、環境への負荷を積極的

に減らすことが重要です。 

 また、企業の社会的責任の観点から環境管

理の国際規格である ISO14001 に加え、

ISO14001 に比べ、中小企業が導入しやす

い環境管理システム「北海道環境マネジメン

トシステムスタンダード（HES）」や環境省が策定したガイドラインに基づく「エコアクション

21（EA21）」の認証制度があり、この 3 つの制度の認証取徔事業所数は合計で 654 となって

おり、着実に取組が広がっています。 

また、道では、企業の立地等に際し環境に大きな影響を及ぼすおそれがある場合、必要に応じ関

係市町とともに事業者と公害防止協定を締結し、環境に配慮した事業活動を求めています。 

平成24年度末現在、道、苫小牧市と事業者との3者協定を14事業者と、苫小牧東部工業地域に

関連して、道、苫小牧市、千歳市、安平町、厚真町、むかわ町と事業者との7者協定を9事業所と

締結しており、関係市町と連携して協定に基づく監視、助言、指導を行うことで地域の環境保全対

策を推進しています。 

 

北海道グリーン・ビズ認定制度 

環境への配慮意識の高まりから企業等においては、節電やゴミ

の減量など、環境配慮行動に積極的に取り組む事業所が増えてき

ています。 

  道では、このような環境にやさしい事業活動の取組を加速させ

るため、環境保全に貢献している事業所等の取組を評価する「北

海道グリーン・ビズ認定制度」を平成 20 年度に創設しました。 

 この制度には、環境に配慮した自主的な取組を実践している事

業所等を登録する「優良な取組」部門、他の模範となる優れた取

組を認定する「創意あふれる取組」部門、CO２排出量削減の数

値基準を達成した取組などを認定する「先進的な取組」部門を設

けており、取組内容やレベルに応じた評価を行っています。 

 登録・認定された事業所等は、道のホームページ等で紹介され、制度のシンボルマーク（上図）

を使用することができるほか、金融機関から融資を受けるときや私募債を発行する際、金利の優遇

を受けられるなどのメリットがあります。 

 

■道内の環境管理システム認証取徔事業所数 
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（２）環境ビジネスの振興 
道では、環境ビジネスの創出・育成を推進するため、リサイクル産業創出事業補助金や北海道中

小企業応援ファンド及び北海道産業振興条例に基づく製品開発支援等に特定産業分野枠（環境・エ

ネルギー産業など）を設け、中小企業の競争力の強化に向けた助成措置を実施するなど、環境・エ

ネルギー産業への支援を実施するとともに、関係者の連携強化や施設整備の促進、各種情報の提供

等に対する支援を通じ、環境ビジネスの振興を図っています。 

 また、大気浄化や土壌・水質の改善といった環境分野でのニーズが急速に高まっている中国に、

道内中小企業が環境ビジネス分野で進出するための足がかりとして、平成 24 年 8 月に黒竜江省で

開催された日中経済協力会議において、東北三省政府の代表に対して、本道が有する技術や経験を

活用した協力を提案しました。さらに、平成 25 年 2 月、札幌と登別において北海道・中国環境ビ

ジネス交流事業（商談会・現地視察等を実施。道内企業 23 社と中国企業 13 社が参加）を開催す

るとともに、東北三省政府との協力の下、北海道国際ビジネスセンターなどの関係機関と連携した

商談フォローアップを行うなど、海外への取組も進めています。 

 

（３）環境と調和した産業の展開 

ア  環境と調和した農業の展開  ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

道では、環境との調和に配慮し農業の自然

循環機能を維持増進させるよう、たい肥等の

有機物の施用などによる土づくりに努め、化

学肥料や化学合成農薬の使用を必要最小限に

とどめるクリーン農業や化学肥料や化学合成

農薬を基本的に使用しない有機農業を推進し

ています。 

そのため、化学肥料や化学合成農薬の低減

技術や有機農産物の安定生産に向けた技術な

どの開発・普及を進めるとともに、一定の基

準を満たしたクリーンな農産物の詳しい栽培

情報を消費者等に紹介し、理解と信頼を徔る

ことを目的とした「YES!clean 農産物表示

制度」に取り組む産地の拡大などを支援して

います。 

また、この制度に基づいて生産された

「YES!clean農産物」には、延べ390集団が

生産する54品目が登録され、年々、取組が増

えていますが、まだ生産量が尐ないことと併

せて、消費者の認知度も低いことから、産地

及び供給量の増加や積極的なPR活動等に取

り組むほか、有機農業についても、理解の促

進や販路拡大を図るためのPRや生産者と消

費者の交流イベントの開催などに取り組んで

います。 

 

 

■有機農業に取り組む農家戸数 
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■クリーン農業に取り組む生産集団数 

■YES!cleanマーク 

 

1,800

667

331341300331395
209

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

H15 H16 H17 H20 H21 H22 H23 H29
(目標)

農家戸数

 

■有機農業に取り組む生産集団数 



第５章 各分野に共通する施策の展開 

 

 - 93 - 

第 

５ 
章 

イ 環境と調和した林業の展開 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

平成20年7月に開催された北海道洞爺湖サミットを契機として、道では、森林資源の循環利用の

重要性や地球温暖化防止に貢献する森林づくりを広く知ってもらう取組を進めています。 

また、森林は公益的機能を有する環境財であり、その取扱いには林地の保全など環境への配慮が

重要であることから、森林所有者、関係事業者、行政機関がそれぞれの役割を果たし、地域の環境

の保全と持続的な森林経営の実現を目指すため、「北海道人工林資源管理方針」を策定するととも

に、森林所有者等が森林整備を行うにあたり、配慮すべき事項を「生物多様性の保全に配慮した森

林整備事業の手引き」として示し、環境に配慮するなど適切な森林整備を推進しています。 

 

ウ 環境と調和した水産業の展開 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

水産資源の生育の場である水域環境の適切な保全や循環型社会の構築に向け、環境と調和した水

産業の展開が求められており、地域ごとに川上から川下に至る一貫した流域の環境保全を推進する

ため、関係者や関係機関などのネットワークづくりを促進するとともに、環境生態系の保全を図る

ため、藻場や干潟等の保全活動等を行う活動組織に対して、支援を行っています。

さらには、循環型社会に対応するため、水産系廃棄物の適正処理と循環利用を促進しています。 

 

エ 環境と調和した観光産業の展開 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆ 

道では、豊かな自然環境を道民の貴重な財産として損なうことなく守り育てながら、自然とのふ

れあいを大切にする北海道らしい観光地づくりを進めるため、アウトドア観光やグリーンツーリズ

ムなど地域の自然を生かした体験型観光を進めるとともに、観光地における環境美化など環境にや

さしい観光地づくりを推進しています。 

 そのため、アウトドア資格制度に基づく講習会や体験型観光の商談会などを実施するとともに、

地域における美化活動に対する支援や環境に関する意識やマナーの普及・啓発に取り組んでいます。

 

 

 
４ 環境への配慮 

 

  

（１）道民の「環境にやさしいライフスタイル」の確立 
北海道洞爺湖サミットの開催を契機とした環境への意識や関心の高まりを環境行動の実践につ

なげようと、道では平成20年4月に、知事自ら「北海道環境宣言」を発信し、道民の皆さんに環境

行動の実践を呼びかけました。また、この宣

言の趣旨を踏まえ、環境への関心の高まりを

サミット後も持続させ、環境行動の継続的な

実践につなげるため、道では平成21年3月

に、「北海道環境行動計画（どうみん グリ

ーン アクション）」を策定しました。 

 この計画では、環境行動の心構えとして、

地球を守る心・もったいない心・自然と共生

する心の「3つの心」を持ち、一人一日10%

（1.1kg）の二酸化炭素削減をはじめとした

「環境にやさしい8つの行動指針」（右図）

に基づく環境行動を実践し、みんなで「エコ

◈道民一人一日 10％（1.1kg）の二酸化炭素を減量 

◈オフィスや事務所での省エネルギーや省資源 

◈道民一人 30 本植樹運動 

◈道民一人一日 10%（80g）のごみの減量 

◈資源を地域内で循環させる地産地消 

◈北海道をきれいにする清掃活動への参加 

◈自然のすばらしさにふれ、身近な森や川、湖などを

守る環境保全活動への参加 

◈環境と調和した農林水産業や観光業への取組 

環境にやさしい 8 つの行動指針 

 分野別の施策の展開 
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アイランド北海道の実現」を目指すことを呼びかけているほか、毎年7月の道民環境行動月間、5

月、7月、10月、1月の第2日曜日をそれぞれ春・夏・秋・冬の「道民環境の日」と定め、道民の

皆さんに環境行動の実践を呼びかけています。 

 また、計画の概要や日常生活における身近な環境行動の事例、環境行動に積極的に取り組もうと

する事業者・団体等にとって参考となる情報などを、計画概要版「環境行動ハンドブック」として

まとめ、環境行動の一層の促進のため活用しています。 

 

環境に配慮したイベント（エコイベント）の推進 

道内では、企業の展示会、行政や民間団体が実施する式典やシンポジウム、地域の伝統的なお祭

りなど様々なイベントが行われています。イベントの開催は、情報の発信や地域間交流、「にぎわ

い」の創出などに有効ですが、一方で電気、石油などのエネルギーや紙、木材などの資源の消費、

さらには廃棄物の発生など、環境への負荷を不える側面を有していますので、イベントの趣旨や目

的を大切にしながら、できるだけ環境に配慮して開催することが必要です。 

 道では、資源・エネルギーの使用量や廃棄物の発生量をできるだけ減らすなど、イベントの開催

に伴う環境負荷の低減を図るとともに、エコイベントの開催を通じて環境意識の向上や取組の促進

につなげていくため、平成20年に「北海道エコイベント指針－イベントにおける環境配慮のスス

メ－」を策定しました。 

 この指針では、環境に配慮した取組内容や優良な取組事例を紹介しているほか、配慮すべきポイ

ントをイベントの主催者や参加者の立場からチェックできるシートを掲げ、この活用により、道内

で開催されるイベントが環境に配慮したイベント（エコイベント）となるよう、道民の皆さんに呼

びかけています（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/top_page/ecoevent.htm）。 

 

（２）道が行う事務・事業等における環境配慮の推進 
道は、自らも事業者であることから、率先して様々な環境配慮の取組を進めています。 

 

ア 実行計画期間中の温室効果ガス排出量 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

道では、平成 12 年から 22 年まで、環境管理システム ISO14001 認証を取徔し取組を進めて

きましたが、取組内容が十分浸透したことや、事務・事業の簡素効率化の観点から、平成 23 年 3

月末に認証を返納し、「第 3 期道の事務・事業に関する実行計画（平成 23 年度から平成 27 年度

までの 5 年間）」（以下「第 3 期実行計画」という。）に基づき、取組を進めることにしました。 

実行計画や計画の推進状況については、道のホームページでも公表しています。

（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/hokkaido/ks/ksk/iso/index.htm） 

 

実行計画期間中の温室効果ガス排出量  

① 第 1 期実行計画期間（平成 12 年度～平成 16 年度） 

     平成 10 年代前半は、パソコンの設置台数の設置台数増による電気使用量増加に加え、施設

の新設、増改築などの物理的状況変化により、平成 15 年度には基準年度（平成 10 年度）比

で 14%温室効果ガス排出量が増加しました。 
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② 第 2 期実行計画期間（平成 17 年度～平成 22 年度） 

太陽光発電など省エネ型設備、機器の導入、ファシリティマネジメントによる管理コスト縮

減、庁舎等の集約、転用等、環境管理システムの運用による職員の環境配慮行動の定着などに

より、策定当初の 5%から平成 20 年度に改定した後の削減目標 16.5%を上回り、平成 21

年度は 25.6%、平成 22 年度は 26.7%の削減を達成しました（札幌医科大学の独立行政法

人化などを含む）。 

 

③ 第３期実行計画期間（平成 23 年度～平成 27 年度） 

平成 27 年度における温室効果ガス排出量を、基準年度（平成 21 年度）の排出量に比べ、

二酸化炭素換算で 3 万トン（11%）削減することとしました。平成 23 年度の排出量は約

26 万 5 千トンで、基準年度から 2.3%減尐しています。   

                                                     

■温室効果ガス排出量の削減目標（単位：ｔ－ＣＯ２） 

平成21年度 

温室効果ガス排出実績 

Ａ 

 

削減目標 

Ｂ 

平成27年度 

温室効果ガス排出目標 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

271,200 30,000（11%） 241,200 

  

 
 

イ グリーン購入の推進 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

道では、「グリーン購入の推進」として環境配

慮型製品の優先的購入を進めており、平成13年に

策定した「北海道グリーン購入基本方針」及びそ

の具体的指針として毎年定める「環境物品等調達

方針」により、環境物品等を積極的に調達してい

ます。  

今後も、グリーン購入を道自らが率先して行う

ことにより、環境にやさしいライフスタイル・ビ

ジネススタイルの確立に向けた道民や事業者の

意識喚起や環境物品等への需要の転換を図りま

す。 

また、市町村では、平成24年度は173市町村

がグリーン購入を実施しており、今後も引き続き、

道の取組状況調査等を通じグリーン購入の推進

を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

■道におけるグリーン購入調達率 
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■グリーン購入の実施市町村数 
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ウ 公共事業等の計画または実施段階での環境配慮 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

公共事業等の計画又は実施に当たっては、環境負荷の低減など環境に配慮する必要があるため、

道では、公共事業における建設廃棄物のリサイクルの推進や、環境情報の一元化・体系化を図るた

めの環境情報提供システムの整備などを実施しています。 

 

（１）環境影響評価制度の運用 
環境影響評価、いわゆる環境アセスメントは、事業者が道路やダム、鉄道、発電所の建設、さら

に宅地開発やゴルフ場の造成などを実施する際に、あらかじめその事業が環境に及ぼす影響につい

て科学的な調査、予測、評価を行い、その過程や結果を公表して、住民や行政機関、専門家などの

意見を聴く手続を通じて、事業の実施に伴う環境保全について適正に配慮されることを確保しよう

とする制度です。つまり、環境アセスメントは、事業者自ら広範囲に集めた環境情報をもとに環境

影響の回避・低減を図り、適切な環境保全措置を検討することを目的として行われるものです。 

このため、事業者が十分な環境情報を収集し、環境への配慮を適切に行うためには、地域の環境

に関して様々な情報を持っている道民の皆さ

んや専門家の方々からの意見が丌可欠であり、

道では、制度や手続過程に関する情報を、ホ

ームページで提供しています（http://www. 

pref.hokkaido.lg.jp/ks/ksk/assesshp/as

sessindex.htm）。 

なお、最近3年間の法及び条例に基づき行

った手続の実施状況は、右表のとおりです。 

 
５ 基盤的な施策の推進 

 

  

年度 

区分 

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 

ス 方 準 ス 方 準 ス 方 準 

道   路      1    

発 電 所 2    1   1 4 

そ の 他       3   

合計 
法律        1 3 

条例 2    1 1 3  １ 

※１ ス：スクリーニング 方：方法書 準：準備書 
※２ 札幌市環境影響評価条例に基づく手続きを除く。 

 【趣旨】 
◈ 環境配慮型製品の優先的購入など（北海道環境管理システムの推進） 
◈ 環境負荷の低減に資する物品・役務の 

調達方針を作成、調達を推進（グリーン購入法による努力義務） 

【適用範囲】 道のすべての機関に適用 

【基本原則】 
◈ 再生資源その他の環境への負荷の低減に資する原材料又は部品を使用していること 

◈ 使用に伴い排出される温室効果ガス等による環境への負荷が尐ないこと 
◈ 使用後にその全部又は一部の再使用または再利用がしやすいことにより、廃棄物の発生を抑制できること 
◈ その他環境への負荷の低減に資することができるものであること 

◈ 調達の必要性・適正量の事前検討により調達総量を抑制すること 
◈ 丌要な機能・品質を有する物品は調達しないこと 

【環境物品等調達方針】 

◈ 毎年度、調達方針を作成・公表 

 

◈ 調達方針に基づき、調達を推進 

 

◈ 調達実績の取りまとめ 

－ 年度ごとの環境物品等調達方針 － 
◈ 紙類、文具類、ＯＡ機器、作業服等の特定調達品目 
 ・24年度：19分野261品目及び北海道認定リサイクル製品 
 ・25年度：19分野266品目及び北海道認定リサイクル製品 
◈ 判断基準（調達に当たっての判断基準） 
◈ 配慮事項（調達に当たって配慮することが望ましい事項 
◈ 調達目標（原則100%） 

【公 表】 道のインターネットホームページ等による公表 【推進組織】 

 グリーン購入調達推進連絡会議 
 （各部等の代表主査で構成） 

■「北海道グリーン購入基本方針」のしくみ 

■道における環境影響評価手続の実施件数 
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ア 環境影響評価法に基づく環境影響評価 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

「環境影響評価法」では、道路、ダム、鉄道、飛行場、発電所の建設などのうち、規模が大きく

環境に大きな影響を及ぼすおそれのある事業が対象とされています。 

 また、法の施行から10年を経て浮かび上がってきた課題への対応や、生物多様性の保全など、

環境政策の課題の多様化・複雑化の中での環境アセスメントが果たすべき役割り変化などを踏まえ

て、平成23年4月に同法の一部改正法が成立し公布されました（平成25年4月施行）。 

 

イ 北海道環境影響評価条例に基づく環境影響評価 ◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇◆◇ 

道では、昭和53年に他の都府県に先がけて、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業につ

いて、環境配慮が適切かつ円滑に行われることを目的として、「北海道環境影響評価条例」（以下

「道条例」という。）を制定・運用しており、平成10年には、環境影響評価法との整合を図るた

め、全面改正を行いました。 

また、平成23年4月の同法の一部改正や、道条例改正後既に10年以上が経過し、その後の社会

情勢の変化等を踏まえたものにする必要があったことから、平成25年3月に道条例を一部改正し、

事業計画段階の配慮書手続の新設やインターネットを利用した関係図書の公表手続の追加、対象事

業への風力発電所の追加等を行いました（平成25年10月施行）。 

道条例では、道路、河川、鉄道、飛行場、発電所の建設などのうち規模が大きく、環境に著しい

影響を及ぼすおそれのあるものを第一種事業と定め、環境影響評価手続を義務付けています。 

第一種事業に準ずる規模の事業を第二種事業と定め、環境影響評価の必要性について知事が判定

することとしています。この判定手続をスクリーニングと言います。調査、予測、評価の対象とな

る項目は、事業特性や地域特性を勘案して、道の環境影響評価技術指針に定める環境要素を考慮し

て事業者が選定します。 

道条例による環境影響評価の手続は概ね右

図のとおりであり、配慮書手続においては、

事業計画段階での環境配慮事項の検討結果に

ついて、方法書手続においては、選定した環

境要素の項目、調査等の手法について、準備

書手続においては、調査、予測、評価結果等

について、それぞれ約６週間、道民の皆さん

は事業者に対し、意見を述べることができま

す。 

また、事業を総合的かつ計画的に行う必要

がある地域に、環境に著しい影響を及ぼすお

それのある事業が集中し、それらの事業につ

いての環境への配慮を一体として行う必要が

ある場合には、その地域を「特定地域」とし

て指定し、個別の事業による環境影響評価と

は別に、その地域の環境について配慮事項の

検討及び評価を行う「特定地域環境評価」を

実施することとしています。（現在、苫小牧

東部地域と石狩湾新港地域の2つの地域が特

定地域に指定されています。） 

説明会開催 

審議会諮問 
 
※道が実施する 

手続き 

［第二種事業について、環境影響評価 

を行う必要があるかどうかを知事が判定］ 

［環境影響評価の結果

について、道民や知事、

関係市町村長の意見を

聴く］ 

［意見等を踏まえて準備書を見直し］ 

［事後調査結果などについて道民、知事の 

意見を聴く］ 

説明会開催 

公聴会開催 

審議会諮問 
 
※道が実施する 

手続き 

説明会開催 

審議会諮問 
 
※道が実施する 

手続き 

［事業者が道民や知事、

関係 市町 村長 の 意見

を踏まえて、アセスメ

ント の対 象項 目 や手

法等を選定］ 

［第一種事業について、

事業計画段階の環境配

慮事項の検討結果への

道民や知事、関係市町

村長の意見を聴く］ 

スクリーニング 

方法書手続 

環境影響評価実施 

準備書手続 

評価書手続 

事業実施 

配慮書手続 

事後手続 

環境影響評価手続の流れ 

 分野別の施策の展開 
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（２）環境に関する調査研究の推進（北海道立総合研究機構） 

北海道立総合研究機構（以下、「道総研」という。）の前身である道立試験研究機関は、時代の

ニーズや様々な課題に対応するために設立され、各分野、各地域における課題等に対応した研究開

発を行い、その成果を道民に還元する役割を果たしてきました。 

道総研は、その役割の維持・向上と、近年の社会情勢の変化や道民のニーズの多様化・複雑化に

対し、柔軟な対応ができる組織へと改革するため、平成22年、22の道立試験研究機関を単一の地

方独立行政法人とし、設立されました。 

道総研では、農業、水産、森林、工業、建築等の分野で環境に関連した研究等を行っているほか、

環境科学研究センター（環境・地質研究本部）では、自然環境や大気環境、水環境の保全、野生生

物の保護管理や生態系の保全、廃棄物処理のほか、気候変動の影響や酸性雤などの調査・研究を総

合的に進め、施策に反映しています。 

 

 

セイヨウオオマルハナバチの野生化と生態系への影響 

 セイヨウオオマルハナバチは、1992 年から温室トマトの受粉用にヨーロッパから輸入されてい

ますが、温室から逃げ出したものが、野外で繁殖し、瞬く間にその分布を広げました。これまでに

全道 179 市町村のうち 126 市町村で生息が確認され(参考：北海道 セイヨウオオマルハナバチ

のページ：http:// www. pref.hokkaido.lg.jp/ks/skn/alien/seiyo/seiyo_top.htm)、ほぼ北海道全

域に分布が広がりつつあります。最近では、大雥山、羅臼岳、雤竜沼湿原など、自然度の高い地域

でも確認されています。 

セイヨウオオマルハナバチの野生化が生態系

へ及ぼす影響について、環境科学研究センター

が石狩浜で実施している研究の概要を次に紹介

します。図１は、セイヨウオオマルハナバチと

２種の在来マルハナバチが、それぞれシーズン

中にどの植物を利用したのかを示しています。

セイヨウオオマルハナバチは、エゾオオマルハ

ナバチと利用する花の傾向がよく似ています。

セイヨウオオマルハナバチは口吻が短く、エゾ

オオマルハナバチと形態的によく似ているので

す。また、両者がシーズンを通してよく利用す

るハマナスでは、セイヨウオオマルハナバチの

多い場所でセイヨウオオマルハナバチが訪れる

割合が高くなり、エゾオオマルハナバチの割合

が低くなっています（図２）。 

セイヨウオオマルハナバチの増加は、エゾオ

オマルハナバチの採餌行動にマイナスの影響を

不えている可能性があります。 

残念ながら、分布を大きく広げたセイヨウオ

オマルハナバチを根絶させることは困難です。

しかし、新たな逃亡を防ぐために、セイヨウオオマルハナバチを利用する場合には十分な対策が必

要です。そして、これ以上増やさないための継続的な捕獲、貴重な生態系がある地域に限定した徹

底的な駆除といった計画的、総合的な対策が求められています。そのためには、様々なタイプの生

図１ セイヨウオオマルハナバチと 2種の在来マル
ハナバチの利用植物における観察数の比較 

図２ ハマナスに対するセイヨウオオマルハナバ
チと 2 種の在来マルハナバチが訪れた割合の比較 

≪道総研の主な取組≫ 



第５章 各分野に共通する施策の展開 

 

 - 99 - 

第 

５ 
章 

態系でセイヨウオオマルハナバチの動向とその影響についてモニタリングを行うとともに、効果的

な駆除の方法などについても研究を進めていくことが必要です。 

参考文献 

伊藤誠夫(1991)日本産マルハナバチの分類・生態・分布．ベルンド・ハインリッチ（井上民二 監訳）マルハナバチの経済学．

文一総合出版．258-292． 

鷲谷いづみ・鈴木和雄・加藤 真・小野正人(1997)マルハナバチ・ハンドブック．文一総合出版． 

 

「PM2.5」に対する取組   

PM2.5 とは、大きさが 2.5 マイクロメートル（1

マイクロメートルは 1 ミリメートルの 1/1000）

以下の小さな粒子のこと（右図参照）であり、何百

種類もの成分が混合しています。発生源としては自

動車、工場など主に人為由来のものや黄砂などの土

壌粒子、海のしぶきなど自然由来の一次粒子と、気

体として排出された化学物質が反応などにより粒子

に変化した二次粒子があり、場所、季節によりその

割合は異なります（右図参照）。 

PM2.5 は非常に小さい粒子のため、大きな粒子と

比べて肺の奥深くまで入り込みやすく、呼吸器疾患

や循環器系疾患などの健康影響を引き起こすといわ

れています。短期暴露では 35µg/m3、長期暴露で

は 15µg/m3 以上の濃度で何らかの健康影響が出現

する可能性あるとの研究結果から、この数字が環境

基準となりました。ただし、この濃度を超えるとす

べての人に影響があるという意味ではないので、そ

の点は理解しておくことが大事です。 

環境科学研究センターでは数年前より PM2.5 の測

定を進め、春は道内全域で長距離輸送の影響が大き

くなること、冬は地域的な発生源の影響で都市の濃

度が高くなることがわかりました。また、含まれて

いる成分を調べた結果、都市域では燃焼由来と思わ

れる成分が多いことがわかりました。 

道総研では、皆さんが安心・安全に暮らせるため

に効果的な削減対策に利用できる研究を今後も進め

ていきます。 
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（３）環境保全に資する国際的な取組の推進 
今日の環境問題は一国だけで解決できるものではなく、国境を越えた取組が求められており、特

に気候風土が共通する北方圏との協調が重要です。 

このため、平成2年にアラスカ州で開催された「第3回北方圏会議」において、環境問題に関す

る北方圏諸国間での情報交換や共同研究などを行うための常設組織として「北方圏フォーラム」の

設置が合意されました（平成3年11月正式発足。平成25年4月現在のメンバー：5か国9地域）。 

また、開発途上国等の環境保全に対する技術支援等を図るため、国とも連携を図りながら、専門

職員の派遣や研修生の受入れなどを積極的に進めており、平成7年度からは国際協力事業団（JICA

（現：独立行政法人 国際協力機構））等と連携して、開発途上国の行政官等を対象にした研修事

業を実施しています。 

道では、「北海道環境基本計画[第２次計画]」において、環境分野における海外からの研修受入

について、平成20年度からの10年間で、累計で100名を目標としており、平成24年度は9名を

受け入れ、累計で58名となりました。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


